




































































































































が始まります。ただ 2008 年は、先ほど言った「傑作宣言」の 90 件がそのまま自動的にスライドす
るかたちになりましたので、実質的に各国から提案を受けつけて、それを審査して記載するというか
たちが始まったのは 2009 年からでした。








てみなさんが思いつくものは、この「人類の無形文化遺産の代表的な一覧表　Representative List of 
図２　一覧表などの種類
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はこの「緊急に保護する必要がある無形文化遺産の一覧表　List of Intangible Cultural Heritage in 











399 件、緊急保護一覧が 52 件、グッド・プラクティスが 19 件になっています。
　日本の記載件数については、図３のグラフの上に数字が書いてあります。2008 年は全体で 90 件、
こちらは先ほども言ったように傑作宣言からそのまま移行したものですから、実質的な記載が始まっ
たのは 2009 年です。この時日本は 14 件提案する予定だったのですが、そのうち１件が不記載勧告
を受けたため、取り下げて 13 件が提案・記載になっています。そして 2010 年になると全体の記載
数がガクンと減っています。みなさんも既にご承知かと思いますが、今は１年間にユネスコが審査す













































































































































































































































大日堂舞楽 （秋田） 　　 
題目立（奈良） 
アイヌ古式舞踊（北海道）　　　　　
甑島のトシドン（鹿児島） → 2018 年「来訪神」へ統合予定　
石州半紙（島根）　→ 2014 年「和紙」へ統合
京都祇園祭の山鉾行事（京都） → 2016 年「山・鉾・屋台」へ統合





















































しゃると思います（図 1）。これは NHK の「プロフェッ
ショナル仕事の流儀」という番組のウェブサイトで

















護条約を批准しています（2017 年９月現在、※ 2018 年２月現在 177 ヶ国）。先ほど、韓国で行われた会
議に出席したという紹介をいただきましたが、この会議の場でも、almost universal という言葉が
よく聞かれました。ほぼ世界的、という認識をみなさんがされています。世界遺産条約の締約国の
192 ヶ国に比べるとちょっと少ないのですが、条約が成立をしてからわずか 14 年という年月を考え














































































 Not fewer than 150 or






　　   - 無形文化遺産の画像（10 点）、映像（5 ～ 10 分）
　 　  - 無形文化遺産目録（インベントリー inventory）の抜粋















書は 6,000 ページ近くあって、そのファイルサイズは 2GB ぐらいありました。一方で無形文化遺産
の場合には、書式も単語数も決まっているということです。




























































緊急保護一覧表ではないなどの理由で優先度 [i] に当てはまらないもの。これが優先度 [ii] になります。
ですから、さきほど今石さんが言っていた複数国による提案というやり方が、非常に優先度が高いと
いうことがわかります。優先度 [iii] というのが、一定の件数を超えない数しか記載をされていない国









優先度 [i]  ：記載、選定あるいは承認の経験のない締約国からの提案、緊急保護一覧表への記載提案








































































































































































































































を求める「伝統的文化及び民間伝承の保護に関する勧告（Recommendation on the Safeguarding 







































遺産の一覧表（List of Intangible Cultural Heritage in Need of Urgent Safeguarding、緊急保護
一覧表）」及び「人類の無形文化遺産の代表的な一覧表（Representative List of the Intangible 








 R.1 無形文化遺産保護条約第2条に定義される無形文化遺産であること 
 R.2 記載によって、広く無形文化遺産全般の可視性とその重要性についての意識向上の確保、
対話の奨励、及び、世界的な文化の多様性と人類の創造性の証明に貢献すること 
 R.3 保護、振興するような手段がとられていること 
 R.4 できるだけ広範な関連の社会、集団、及び該当する場合には個人が参加し、また彼らの自
由で事前の十分な情報に基づいた同意を得たうえで提案されていること 






























 提案書の作成に際しては、代表一覧表の場合、公式の資料として Instructions for completing 

























































































































































































































                                                   
i 「無形文化遺産の保護に関する条約の説明書」、外務省、平成 16年 2月 
ii 木曽功（2015）：『世界遺産ビジネス』、小学館新書、189p 
iii 注 1に同じ 
iv 無形文化遺産保護条約第 1条 
v 同条約第 2条 1項及び 2項 
vi 世界遺産条約第 1条 
vii 無形文化遺産保護条約第 2条 4項 
viii 同条約第 11条 
ix 同条約第 14条 
x これらの一覧表のほか、締約国が提案し、政府間委員会が選定する無形文化遺産保護条約のメカニズムとしては、
無形文化遺産保護に関する優れた事業や活動を認定する仕組み「ベスト・プラクティス（Register of Best 
Safeguarding Practices）」がある。 
xi 同条約第 17条 
xii 同条約第 16条 
xiii 代表一覧表への記載は当該の無形文化遺産に対する価値づけを伴わないため、「ユネスコ無形文化遺産に認定
される」という表現は誤りである。 
xiv 無形文化遺産保護条約の履行に関する運用指示書（Operational Directives for the implementation of the Convention 
for the Safeguarding of the Intangible Heritage、運用指示書））第 2段落 
xv 世界遺産条約第 11条 2項 
xvi 無形文化遺産保護条約の最高機関で、隔年で開催される（無形文化遺産保護条約第 4条 1項及び 2項）。 
xvii ユネスコの地域区分に基づく 6つの選挙グループについて、各グループが最低 3つの議席を確保することが定
められている（締約国総会手続規則第 13.2(ii)段落）。 
xviii 無形文化遺産保護条約第 5条 
xix 前回、深夜までの審議が連日行われたことから、2017年の第 12回政府間委員会は 6日間となった。2018年の
第 13回政府間委員会についても、6日間の会期が予定されている。 
xx無形文化遺産保護条約の事務を取り扱うユネスコ内の部門（UNESCO - Section of Intangible Cultural Heritage）で、






                                                                                                                                                               
数が少ない一方、提案書の不備の確認など業務量が多く、近年の財政難のあおりを受けている。 
xxi ユネスコの地域区分に基づく 6つの選挙グループごとに、締約国の専門家各 1名、認定 NGO各 1団体が選出
され、地域バランスの保持を図っている。 































































　新しい法律が制定される 2015 年以前、2014 年３月の国家指定重要無形文化財の指定状況は次の
通りです〔図１〕。1962 年に文化財保護法が制定され、1964 年に指定作業が始まって、2013 年３月


































































































韓国における無形文化遺産保護と ユネスコ無形文化遺産条約  （朴）
２．無形文化財保全および振興に関する法律
　ここからは新しい「無形文化財保全および振興に関する法律」について話をさせていただきます。























簡単にみると、まず 2012 年 11 月に議員発意で法律案が上程されます。そして 2014 年４月には公
聴会が行われ、  2015 年３月 27 日に法律第 13248 号として「無形文化財保全および振興に関する法





































































　新しい法律制定に向けたこのような努力の結果、先にも述べたように、2015 年３月 27 日に「無

































































































































































































































































































































( 東京都内、平成 29 年 2 月 12 日）
図７　全国海女文化保存・振興会議
（東京都内、平成 27 年 1 月 28 日）　
図８　バンコク伊勢丹三重県フェア
　（タイ、平成 28 年 11 月 5・6 日）　
図９　三重テラスでの海女トーク及びパネル展示






























































































































































三重県教育委員会 小濵 学 
１ プロローグ 



























































































































合を出してみた。平成 24 年度は文化財 14.7％(5 件)、文化財以外 85.3％(29
件)、平成 25 年度は文化財 44.2％(50 件)、文化財以外 55.8％(63 件)、平成
26年度は文化財 30.3％(20件)、文化財以外 69.7％(46件)、平成 27年度は文
化財 15.0％(3 件)、文化財以外 85.0％(17 件)、平成 28 年度は文化財 45.2％
(19 件)、文化財以外 54.8％(29 件)であった。平成 24 年度を含む５ヶ年の統
計結果では、文化財関係の記事ではなく、イベント・行事、観光振興、地域活
性、学術・研究、話題提供といった文化財以外でのジャンルで取り上げられる



























































































三重県教育委員会 『平成 22・23年度 海女習俗基礎調査報告書』（2012年） 
三重県教育委員会 『平成 24・25年度 海女習俗調査報告書-鳥羽・志摩の海女による素
潜り漁-』（2014年） 
小濵 学 「講演録 文化財≠観光資源:本当の歴史、文化財活用ってなんだろう(世界遺
産、海女等を例に)」『ふびと 66』（三重大学歴史研究会、2015年） 























































































































































































































































































































































添）神楽（平成 29 年 10 月 26 日）
図 9　国立能楽堂での公演（同上）　
図 10　国立能楽堂での公演（同上）
図 11   國學院大學（東京都）での公演　
　　　米良神楽（平成 29 年 10 月 8 日）















































































































図 20　神楽シンポジウム 2017（3 月 10 日・11 日　宮崎市）














　こちらは 2020 年までのロードマップです〔文末資料 1-7〕。左に３つの事業内容があり、右が目的
になっています。簡単に言いますと、このユネスコ無形文化遺産の登録はあくまで手段ということ


















































































































固まりました。そして、平成 28 年 11 月に正
　　【神楽動画アクセス件数】
　　  平成 26 年度（1524 件）
　　  平成 27 年度（2330 件）
　　  平成 28 年度（7361 件）
　　  平成 29 年度（9548 件）





























































































図 38　平成 28 年度民家園神楽公演　高鍋神楽



















































































図 43　高鍋神楽（平成 30 年１月調査予定）
図 45　日之影神楽　演目あばれ神楽
図 44　諸塚（南川）神楽の演目調査














































































































































































































































総 合 討 議
【コメンテータ】    俵木　悟  （成城大学 文芸学部）
【 パ ネ リ ス ト 】  二神 葉子 ・ 朴 原模・ 小濵 学 ・ 米良 勝也 ・ 野添 和洋 








































































































































































































































































































　2009 年に中国は 40 件を出して 22 件、日本は 13 件出し
て 12 件搭載されましたが、韓国は 6 件しか出さなかったと
いうことで、実は内部的には結構緊張する事態になりまし





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































          
　アンケート集計結果
　　1.  参加者 総数　　　　　129 名　（スタッフ 19 名を含む） 　
　　2.  アンケート回収率　 　アンケート回収数：61 名 ／ 回収率　55.5 %   
　　3.  アンケート集計結果  
　　   （1） 回答者内訳（47 名）　　　 （2）満足度　　 










































































































































































































































































































































































































































































































































第 12 回 無形民俗文化財研究協議会報告書
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